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日本産業カウンセラー協会「産業カウンセラーが見た職場アンケート調査結果」（http:// 

www.counselor.or.jp/Portals/0/resources/press/pdf/080327.pdf） 

日本生産性本部「平成 31 年度 新入社員「働くことの意識」調査結果」2019 年 6 月 27 日

（https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/R12attached.pdf） 

日本生産性本部「第 11 回『メンタルヘルスの取り組み』に関する企業アンケート調査結果

概要」2023 年 11 月 9 日（https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/b9d01383c6bb43 

5731afd9d9d94b790c_4.pdf） 

日本たばこ産業株式会社『統合報告書 2023』2024 年 6 月 27 日（https://www.jti.co.jp/ 

investors/library/integratedreport/pdf/integrated2023_J_all.pdf） 

日本労働組合総連合会「2016－2017 年度運動方針」（https://www.jtuc-rengo.or.jp/about_ 

rengo/data/2016_2017_houshin.pdf） 

働き方改革実現会議「働き方改革実行計画」（平成 29 年 3 月 28 日）（https://www.kantei. 

go.jp/jp/headline/pdf/20170328/01.pdf）。 

パナソニックホールディングス株式会社「統合報告書 2023」2023 年 9 月 26 日（https:// 

holdings.panasonic/jp/corporate/investors/pdf/annual/2023/pana_ar2023j_a4.pdf） 

古谷厚史［2014］「帝国ホテル 有期契約社員の雇用安定化へ向けた取組み」（2014 年 11 

月 20 日）「第 76 回労働政策フォーラム 改正労働契約法への対応を考える」配付資料

（http://www.jil.go.jp/event/ro_forum/20141120/resume/04_furuya.pdf）。 

「ヤマハ発動機，職種別採用の開始および 2025 年の新卒採用計画について発表」『日本経

済新聞』2024 年 2 月 26 日付（https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP668736_W4A 

220C2000000/） 

ライオン株式会社「ライオン サステナビリティ Web サイト 2024」（https://www.lion.co.jp/ 

ja/sustainability/report/pdf/2024-web-archive/sus-2024-all.pdf#page=1） 

リクルートワークス研究所「第 41 回ワークス大卒求人倍率調査（2025 年卒）【大卒求人倍

率 1.75 倍】引き続き高い採用意欲が続く見込み――2024 年卒では初任給引き上げが大幅

に進む」2024 年 4 月 25 日付（https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/assets/ 

20240425_work_01.pdf） 

リコー「リコー，国内で社内・就業時間内の全面禁煙化を開始」（2015 年 1 月 7 日）

（https://jp.ricoh.com/release/2015/0107_1.html，2017 年 5 月 1 日閲覧） 

連合「連合および労働組合のイメージ調査」2023 年 4 月 6 日（https://www.jtuc-

rengo.or.jp/info/chousa/data/20230406.pdf?18） 

労働政策研究・研修機構「企業のテレワークの実態に関する調査結果」（https://www.jil.go. 

jp/institute/research/2008/050.html） 

労働政策研究・研修機構『多様な就業形態と人材ポートフォリオに関する実態調査（事業所

調査・従業員調査）』134，労働政策研究・研修機構（http://www.jil.go.jp/institute/ 

research/2014/documents/0134.pdf） 
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労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較 2024」（https://www.jil.go.jp/kokunai/ 

statistics/databook/2024/index.html#ch6）。 

労働政策研究・研修機構「海外労働情報──ワーク・ライフ・バランスの取組みの国際的動

向」（https://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2005_12/world_01.html）。 

ワ ー キ ン グ ・ マ ザ ー （ Working Mother ） 誌 （ https://www.workingmother.com/best-

companiesfor-women，2017 年 10 月 31 日閲覧） 
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